
Ⅰ．重要な会計方針

１．運営費交付金収益の計上基準

　業務達成基準を採用しております。

　なお、業務の進行状況と運営費交付金の対応関係が明確である活動を除く管理部門の活動について

は、期間進行基準を採用しております。

　また、管理部門を除き、運営費交付金との対応関係を明確に示すことができない業務については、費用

進行基準を採用しております。

２．減価償却の会計処理方法

（1）有形固定資産

4～50年

2～17年

2～15年

　また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87第1項）及び資産除去債務に対応する特定の

除去費用等（独立行政法人会計基準第91）に係る減価償却に相当する額については、減価償却相

当累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数

とする定額法を採用しております。

（2）無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、耐用年数は、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間

（3～5年）に基づいております。

３．引当金の計上基準

（1）賞与引当金

　役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を計上

しております。なお、役職員の賞与については、運営費交付金により財源措置がなされる見込みであ

るため、賞与引当金と同額を賞与引当金見返として計上しております。

（2）退職給付引当金

　役職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上

しております。退職給付債務の算定に当たり退職一時金については、期末自己都合要支給額を退職

給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。このうち、運営費交付金により財源措置が

なされる見込みである退職一時金については、退職給付引当金と同額を退職給付引当金見返として

計上しております。

４．有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式

　出資先持分額による評価（移動平均法による取得原価との評価差額は部分純資産直入法により処理）

を採用しております。

注 記 事 項

建 物

機 械 装 置

工具器具備品

　定額法を採用しております。

　なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。



５．収益の計上基準

（会計方針の変更）

　当事業年度より改訂後の独立行政法人会計基準等に基づき収益を認識しております。これによる損益

への影響は軽微であります。　

（1）受託研究に係る収益

　受託研究においては、主に国又は独立行政法人との委託契約等に基づき実施した研究の成果を

委託先に提供しております。これらは、委託先へ研究成果を引き渡した時点で収益を認識しております。

（2）共同研究等に係る収益

　共同研究等においては、顧客との共同研究契約に基づき相互に研究成果を利用できるサービスを

提供しております。これらは、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の進捗

度に基づき収益を認識しております。進捗度の測定は、当年度に発生した原価が、共同研究予算の

合計に占める割合に基づいて行っております。

 (3) 知的財産権に係る収益

　知的財産権に係る収益は、主に顧客との特許使用許諾契約等に基づく収益であり、履行義務が

当該特許の使用により顧客が便益を享受することにより充足されると判断し、顧客が当該特許の

使用に係る売上高を計上する時に収益を認識しております。

６．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、当事業年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。

７．リース取引の処理方法

　リース料総額が3百万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。

　リース料総額が3百万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。

８．消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税込方式を採用しております。

Ⅱ．表示方法の変更

１．資産の部の表示方法の変更

　顧客に移転したサービスの提供等の対価に対する権利については前事業年度まで未収金として表示

しておりましたが、独立行政法人会計基準等の改訂に伴い、未収金のうち顧客との契約から生じた債権

を除くものについては契約資産として表示することとしました。ただし、当事業年度においては金額的重

要性が乏しいため未収金に含めて表示しております。

２．負債の部の表示方法の変更

　顧客との契約に基づくサービスの提供等の義務に対して、当該顧客から支払いを受けた対価について

は前事業年度まで前受金として表示しておりましたが、独立行政法人会計基準等の改訂に伴い、当事業

年度より契約負債として表示しております。



Ⅲ．重要な債務負担行為

Ⅳ．重要な後発事象

該当事項はありません。

Ⅴ．貸借対照表関係

１．資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

（1）当該資産除去債務の概要

　当法人が所有する放射線発生装置について、「放射性同位元素等の規制に関する法律」に基づき

資産除去債務を計上しております。

（2）当該資産除去債務の金額の算定方法

　当該資産除去債務の見積りにあたり、使用見込期間は15年から31年、割引率は0.130％から

2.251％を採用しております。

（3）当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 円

時の経過による調整額 円

期末残高 円

２．その他行政コスト累計額のうち出資を財源に取得した資産に係る金額

　国から現物出資を受けた資産に係る行政コスト累計額は 31,226,607,895円であります。

Ⅵ．行政コスト計算書関係

１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

円

円

円

円

２．機会費用の計上方法

（1）国有資産の無償使用による機会費用の計算方法

　対象資産等の減価償却費見積額に維持管理費を勘案し計算しております。

（2）政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

　10年利付国債の令和6年3月末利回りを参考に0.725％で計算しております。

（3）国からの出向職員から生ずる機会費用の計算方法

　当該職員の出向期間中における退職給付費用について、当法人の退職手当支給基準を参考

に計算しております。

翌年度以降に支払を予定している重要な債務負担行為額は505,810,366円であります。

1,345,036,905

562,321,715

19,712,118,542

1,900,543

1,343,136,362

行 政 コ ス ト

機 会 費 用

合 計

31,214,449,437

△12,064,652,610自 己 収 入 等



Ⅶ．キャッシュ・フロー計算書関係

１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

円

円

２．重要な非資金取引

（1）寄付受入による資産の取得

円

円

円

円

（2）ファイナンス・リースによる資産の取得

円

Ⅷ．金融商品の時価等

１．金融商品の状況に関する事項

　当法人は、資金運用については短期的な預金に限定し、国からの運営費交付金、施設整備費補助金等

により資金を調達しております。

２．金融商品の時価等に関する事項

　当事業年度末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。また、現金及び預金、未収金、未払金は

短期間で決済されるため時価が帳簿価額にほぼ等しいことから注記を省略しております。

（単位：百万円）

（注1）負債に計上されているものは、（　）で示しております。

（注2） 市場価格のない株式等は次のとおりであります。

（単位：百万円）

（注3） 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の三つの

レベルに分類しております。

同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

リース債務

　未経過リース料の合計額を新規のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いて算定しており、

142,141,913   

11,196,685,077   

11,196,685,077   

貸借対照表計上額 時　価

　レベル２の時価：

レベル２の時価に分類しております。

　レベル１の時価：

リース債務

167,351,560   

(6) (732) (738) 

7,592,640      

差　額

59,400,000     

317,086,113   

関係会社株式 3 

現 金 及 び 預 金

資 金 期 末 残 高

機 械 装 置

工 具 器 具 備 品

ソ フ ト ウ ェ ア

合 計

ソ フ ト ウ ェ ア

　レベル３の時価：

区分 貸借対照表計上額



Ⅸ．退職給付関係

１．採用している退職給付制度の概要

　当法人は、役職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度及び国家公務員共済組合

法の退職等年金給付制度を採用しております。非積立型の退職一時金制度では、給与と勤務期間に

基づいた一時金を支給しており、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。

２．確定給付制度

(1)簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付引当金 円

退職給付費用 円

退職給付の支払額 円

期末における退職給付引当金 円

(2)退職給付に関連する損益

簡便法で計算した退職給付費用 円

３．退職等年金給付制度

当法人の退職等年金給付制度への要拠出額は、37,272,682円であります。

Ⅹ．収益認識関係

　当法人は、以下に記載する内容を除き、会計基準第８６における収益に重要性が乏しいため、注記を省略して

おります。

(1) 収益の分解情報

　当法人の一定の事業等のまとまりごとの区分及びその区分に係る主な収益は次のとおりであります。

（単位：百万円）

（注）政府受託収入及びその他受託収入は受託研究に係る収益基準、研究収入は共同研究等に係る

収益基準、特許権収入は知的財産権に係る収益基準に基づき収益計上しております。

(2) 収益を理解するための基礎となる情報

　「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益の計上基準」に記載のとおりであります。

(3) 当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

　政府受託収入、その他受託収入、研究収入の当事業年度末における残存履行義務に配分された取引価格

及び収益の認識時期は次のとおりであり、当該残存義務については履行義務を充足した時点または履行義務

の充足につれて収益を認識する予定であります。

（単位：百万円）

マテリアル研究開発を
先導する研究基盤の

構築等の活動
合計

3,654,322,011

373,039,764

373,039,764

△ 68,880,547

3,958,481,228

517

1,385

517

126

-

471

3,1641,900124

5,827631,775

-

789

特許権収入

研究収入

社会課題解決のための
研究開発

1,140政府受託収入

3,989その他受託収入

技術革新を生み出す
ための基盤研究

8,941 464

830 -

収益の認識時期

2025年度以降2024年度

322 288政府受託収入

残存履行義務に
配分された取引価格

830

9,405

609

研究収入

その他受託収入


